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ま え が き

財政事情の公表は、川越市財政事情の作成及び公表に関する条例第２条の規定に

より、年２回（上半期及び下半期）公表することとされており、本市の財政状況について市

民の皆様にご報告するものであります。公表の都度、予算及び決算の概要、予算に対す

る収入及び支出の概況等について報告しておりますが、今回の公表では、平成２６年度

予算及び平成２５年度下半期、即ち平成２５年１０月１日から平成２６年３月３１日までの

予算の執行状況及び公営事業の経理状況等についてご報告いたします。

なお、平成２５年度下半期の公表の数値は、３月３１日現在のものであり、地方自治法

第２３５条の５により予算執行の残務を整理する期間（出納整理期間）があるため、決算

数値とは異なります。
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平成２６年度当初予算は、予算編成方針で重点施策として掲げた「未来につなぐひとづくり」、
「活力と魅力あふれるまちづくり」、「快適で安心できるくらしづくり」の推進を図るとともに、タウン
ミーティング等における市民の皆様からの意見・要望及び重要課題に取り組むための予算の編成
に努めました。

歳入につきましては、その根幹をなす市税において、市たばこ税の減収が見込まれるものの、
市民税、固定資産税等は増収が見込まれることから、市税全体では前年度を上回りました。また、
地方消費税交付金につきましては、地方消費税率引上げの影響による増加を見込みました。

一方、歳出につきましては、扶助費等の義務的経費の増加に加えて、介護保険事業特別会計
への繰出金等が前年度よりも増加しており、本市の財政状況は依然として厳しいものとなっており
ます。

このような財政状況の中、新年度の予算編成にあたりましては、健全で効率的な行財政運営
の推進を基本目標に掲げ、行財政改革の推進による財源の確保と歳出の削減を図り、限られた
財源の重点的かつ効果的な配分を行うとともに、財政調整基金等積立基金を活用し、必要な財源
を確保することとしました。

その結果、一般会計当初予算は、前年度当初予算対比で9.7％増、総額1,120億８千万円の予
算規模に、特別会計当初予算は合計で前年度当初予算対比1.7％増、827億8,160万３千円の予
算規模となりました。

■平成２６年度川越市当初予算の概要

平成２６年度会計別当初予算額 （△印 減）

一般会計 市の行政運営の基本的な経費を計上した会計。

特別会計 特定の事業を行うにあたり、一般会計と区別し、特定の歳入を特定の歳出に充てて経理する会計。

用語解説

区 分
会計別

平成26年度
当初予算額

（千円）

平成25年度
当初予算額

（千円）

対前年度
増減額
（千円）

対前年度
増減率
（％）

一 般 会 計 112,080,000 102,190,000 9,890,000 9.7

特 別 会 計 合 計 82,781,603 81,373,902 1,407,701 1.7

国 民 健 康 保 険 事 業 38,877,400 39,328,000 △ 450,600 △ 1.1

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,436,500 3,254,900 181,600 5.6

歯 科 診 療 事 業 104,700 109,800 △ 5,100 △ 4.6

介 護 保 険 事 業 20,966,100 19,218,500 1,747,600 9.1

母子寡婦福祉資金貸付事業 91,800 92,100 △ 300 △ 0.3

川越駅東口公共地下駐車場事業 166,400 143,200 23,200 16.2

農 業 集 落 排 水 事 業 134,000 133,600 400 0.3

水 道 事 業 9,625,717 9,533,804 91,913 1.0

公 共 下 水 道 事 業 9,378,986 9,559,998 △ 181,012 △ 1.9

総 計 194,861,603 183,563,902 11,297,701 6.2
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一般会計歳入（款別） （△印 減）

区 分
款 別

平成26年度 平成25年度

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

増減率
（％）

市民一人当たり
当初予算額

（円）

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

市 税 55,118,684 49.2 2.2 158,059 53,928,633 52.8

地 方 譲 与 税 698,000 0.6 △13.8 2,002 810,000 0.8

利 子 割 交 付 金 95,514 0.1 △4.6 274 100,149 0.1

配 当 割 交 付 金 230,469 0.2 171.7 661 84,822 0.1

株式等譲渡所得割交付金 34,554 0.0 65.3 99 20,900 0.0

ゴルフ場利用税交付金 66,000 0.1 3.1 189 64,000 0.1

地 方 消 費 税 交 付 金 3,528,193 3.2 18.0 10,117 2,989,905 2.9

自 動 車 取 得 税 交 付 金 154,000 0.1 △47.1 442 291,000 0.3

地 方 特 例 交 付 金 310,000 0.3 △3.1 889 320,000 0.3

地 方 交 付 税 1,810,000 1.6 △14.2 5,190 2,110,000 2.1

交通安全対策特別交付金 51,000 0.0 △15.0 146 60,000 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 1,225,948 1.1 7.2 3,516 1,144,091 1.1

使 用 料 及 び 手 数 料 1,637,348 1.5 3.4 4,695 1,582,911 1.5

国 庫 支 出 金 16,919,835 15.1 14.2 48,519 14,819,665 14.5

県 支 出 金 6,164,682 5.5 20.3 17,678 5,125,630 5.0

財 産 収 入 483,096 0.4 △45.7 1,385 889,694 0.9

寄 附 金 1,530 0.0 0.0 4 1,530 0.0

繰 入 金 3,107,309 2.8 39.8 8,911 2,222,949 2.2

繰 越 金 1,700,000 1.5 △10.5 4,875 1,900,000 1.9

諸 収 入 3,572,938 3.2 △6.9 10,246 3,838,721 3.7

市 債 15,170,900 13.5 53.5 43,504 9,885,400 9.7

歳 入 合 計 112,080,000 100.0 9.7 321,401 102,190,000 100.0

市税 市民税、固定資産税、都市計画税、市たばこ税、事業所税、軽自動車税。

国庫支出金 一定の事業に使いみちを特定して国から交付されるもの。

市債 国や金融機関等からの借入金。

県支出金 一定の事業に使いみちを特定して県から交付されるもの。

諸収入 税の延滞金、預金利子といった他の収入科目に含まれないもの。

グラフ中のその他 地方消費税交付金、繰入金、地方交付税、繰越金、使用料及び手数料、分担金及び負担金、
地方譲与税、財産収入等。

地方譲与税 国税の一部が道路の長さや面積等に応じて国から交付されるもの。
地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税がある。

用語解説

市債の増は、地

域振興ふれあい

拠点施設整備事

業債の増等によ

るものです。

市税の増は、固

定資産税の増等

によるものです。

国庫出金の増は、

臨時福祉給付金

給付事業費補助

金の増等による

ものです。

※市民一人当たり当初予算額は平成２６年４月１日現在の人口348,723人にて算出。

市税

市税

国庫支出金

国庫支出金

市債

市債

県支出金

県支出金

諸収入

諸収入

その他

その他

0 20,000,000 40,000,000 60,000,000 80,000,000 100,000,000 120,000,000

平成26年度

平成25年度

（千円）
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一般会計歳出（款別） （△印 減）

区 分
款 別

平成26年度 平成25年度

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

増減率
（％）

市民一人当たり
当初予算額

（円）

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

議 会 費 697,265 0.6 0.4 1,999 694,643 0.7

総 務 費 11,917,511 10.7 10.6 34,175 10,779,565 10.5

民 生 費 43,541,484 38.9 9.9 124,860 39,605,970 38.8

衛 生 費 11,330,774 10.1 △0.7 32,492 11,414,071 11.2

労 働 費 246,292 0.2 △5.2 706 259,852 0.3

農 林 水 産 業 費 484,242 0.4 4.5 1,389 463,531 0.4

商 工 費 2,225,894 2.0 13.8 6,383 1,955,800 1.9

土 木 費 16,607,497 14.8 44.4 47,624 11,500,028 11.2

消 防 費 4,237,877 3.8 △0.8 12,152 4,271,510 4.2

教 育 費 10,454,753 9.3 2.0 29,980 10,252,630 10.0

災 害 復 旧 費 2,000 0.0 0.0 6 2,000 0.0

公 債 費 9,883,025 8.8 △4.8 28,341 10,377,700 10.2

諸 支 出 金 331,386 0.3 △32.7 950 492,700 0.5

予 備 費 120,000 0.1 0.0 344 120,000 0.1

歳 出 合 計 112,080,000 100.0 9.7 321,401 102,190,000 100.0

民生費の増は、
臨時福祉給付金
給付事業の増等
によるものです。

土木費の増は、
地域振興ふれあ
い拠点施設整備
の増等によるも
のです。

総務費の増は、
本庁舎耐震化事
業の増等による
ものです。

※市民一人当たり当初予算額は平成２６年４月１日現在の人口348,723人にて算出。

民生費 児童、高齢者、障害を持った方のための各種の福祉施策や運営、生活保護の実施等のための経費。

土木費 道路整備、河川改修、公園・市営住宅の整備や管理等の経費。

総務費 選挙事務、戸籍事務、徴税事務、庁舎管理、芸術・文化・スポーツ振興等のための経費。

衛生費 保健衛生、環境保全等のための経費。

教育費 学校教育や社会教育の充実等のための経費。

公債費 借入金の元金、利子の返済のための経費。

グラフ中のその他 消防費、商工費、議会費、農林水産業費、諸支出金、労働費、予備費、災害復旧費。

用語解説

民生費

民生費

土木費

土木費

総務費

総務費

衛生費

衛生費

教育費

教育費

公債費

公債費

その他

その他

0 20,000,000 40,000,000 60,000,000 80,000,000 100,000,000 120,000,000

平成26年度

平成25年度

（千円）
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一般会計歳出（性質別）

区 分
性質別

平成26年度 平成25年度

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

増減率
（％）

市民一人当たり
当初予算額（円）

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

人 件 費 21,559,501 19.2 0.4 61,824 21,477,745 21.0

物 件 費 14,820,923 13.2 5.8 42,501 14,008,503 13.7

維 持 補 修 費 1,108,492 1.0 18.0 3,179 939,765 0.9

補 助 費 等 7,057,587 6.3 29.6 20,238 5,445,865 5.3

扶 助 費 25,712,121 23.0 3.5 73,732 24,833,162 24.3

普通建設事業費 18,107,508 16.2 60.6 51,925 11,276,729 11.0

災害復旧事業費 2,000 0.0 0.0 6 2,000 0.0

公 債 費 9,882,991 8.8 △4.8 28,340 10,377,645 10.2

積 立 金 90,870 0.1 7.5 261 84,553 0.1

投資及び出資金 － － － － － －

貸 付 金 1,164,014 1.0 △27.1 3,338 1,597,027 1.6

繰 出 金 12,453,993 11.1 3.6 35,713 12,027,006 11.8

予 備 費 120,000 0.1 0.0 344 120,000 0.1

歳 出 合 計 112,080,000 100.0  9.7 321,401 102,190,000 100.0

※市民一人当たり当初予算額は平成２６年４月１日現在の人口348,723人にて算出。

補助費等の増は、
臨時福祉給付金
給付事業の増等
によるものです。

普通建設事業費

の増は、地域振興

ふれあい拠点施

設整備の増等に

よるものです。

扶助費の増は、介

護給付・訓練等給

付の増等によるも

のです。

扶助費 生活保護、児童手当等の各種扶助の経費。

人件費 職員給与等の勤労の対価、報酬として支払われる経費。

普通建設事業費 道路、橋りょう、学校、庁舎等の公共・公用施設の建設のための経費。

物件費 公共料金、旅費、消耗品の購入費等の消費的性質の経費。

繰出金 一般会計から特別会計、または運用基金へ支出される経費のこと。

公債費 借入金の元金、利子の返済のための経費。

グラフ中のその他 補助費等、貸付金、維持補修費、予備費、積立金、災害復旧事業費。

用語解説

（△印 減）

扶助費

扶助費

人件費

人件費

物件費

物件費

繰出金

繰出金

普通建設事業費

普通建設事業費

公債費

公債費

その他

その他

0 20,000,000 40,000,000 60,000,000 80,000,000 100,000,000 120,000,000

平成26年度

平成25年度

（千円）
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平成２６年度の主要な事業（一般会計）

款 別 事 業 名 予 算 額

総務費

市公式ホームページリニューアル 32,301
消費者教育啓発事業 598
社会資本マネジメント推進 15,597
次期総合計画の策定 12,014
（新）東京オリンピック・パラリンピックの推進 19,829
（新）地域活動の推進 1,422
自治会集会所建設補助 38,000
（新）防犯灯ＬＥＤ化事業 7,802
文化芸術振興・市民活動拠点施設等運営管理 447,511
デマンド交通システム実証実験 35,000
自転車シェアリング事業・誘導標識の設置 55,000
内方線付き点状ブロック整備事業 4,666
ゾーン３０対策事業 25,050
（新）川越駅西口自転車駐車場建設 250,788
安全安心通学路対策 15,000
文化事業の推進 5,230
地域文化支援 13,361
生涯スポーツの充実 6,768
小江戸川越マラソン 4,000
避難者生活支援等 13,754
本庁舎耐震化事業 901,700

民生費

地域福祉の推進 7,696
次期障害者支援計画の策定 4,000
民間福祉施設補助（障害者施設） 14,304
民間福祉施設補助（高齢者施設） 401,916
第６期介護保険事業計画等の策定 5,152
民間福祉施設補助（地域密着型施設等） 293,000
（新）臨時福祉給付金給付事業 949,843
こども医療費支給 1,250,714
（新）子ども・子育て支援事業計画の策定 3,200
（新）緊急サポートセンター事業 1,944
病児・病後児保育事業 27,123
家庭保育室等 243,014
保育所建設補助 671,856
地域子育て支援事業 112,476
ひかり児童園整備推進 13,000
（新）子育て世帯臨時特例給付金給付事業 461,970
（新）生活困窮者自立促進支援モデル事業 12,899

衛生費

特定不妊治療支援事業 69,414
（新）幼児のむし歯予防推進事業 4,607
健康づくり支援 6,382
新エネルギー推進 32,946
大気汚染対策 39,076
緑地保全 17,568
（新）式場改修工事 23,119
（新）新斎場建設 242,400
ごみ減量等推進 2,358
（新）ごみの分け方出し方アプリ 519
（仮称）紙類収集拡充モデル事業 2,933
西清掃センター跡地等施設整備 25,637
東清掃センター整備事業 167,901

（単位：千円）
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款 別 事 業 名 予 算 額

労働費
（新）高校生を対象とした労働法出前セミナー 120
就労支援事業 13,269

農林水産業費
人・農地プラン作成 1,917
（新）新規就農連絡会、新規就農確立支援事業 600
川のまるごと再生事業 7,500

商工費

空き店舗対策事業 3,510
（新）川越市企業立地奨励金 224,662
川越ものづくりブランド事業 629
住宅改修補助金 18,000
旧山崎家別邸整備工事 264,000
（新）(仮称）休憩施設等整備事業 140,510
喜多院境内公衆トイレ建替工事 20,316

土木費

耐震診断義務化建築物補助金 8,000
舗装整備（市道） 168,000
歩道整備（市道） 88,000
維持補修（市道） 405,500
幹線道路（市道）整備 257,430
生活道路（市道）改良 435,000
橋りょう維持補修 44,500
橋りょう新設改良 16,700
地区街づくり協議会の運営支援業務 1,334
旧川越織物市場活用推進 12,887
旧鶴川座活用推進 7,015
本川越駅周辺地区整備事業 572,588
中央通り地区整備 441,323
ＪＲ川越線駅周辺整備 6,000
川越駅西口周辺地区整備 29,342
地域振興ふれあい拠点施設整備 7,820,037
新河岸駅周辺地区整備 250,898
県道川越越生線交通安全施設整備 332,890
新宿町３丁目交差点整備 191,370
交差点改良 9,300
川越駅南大塚線 463,975
市内循環線 193,665
本川越駅前通線 122,500
なぐわし公園整備 152,923
市営住宅等整備 67,216

消防費
防災施設設置管理 60,488
防災事務 26,239

教育費

オールマイティーチャー配置事業 46,179
スクールボランチ作戦 13,072
ネットパトロール事業 1,100
幼稚園就園奨励費 737,470
小学校大規模改造 32,792
（新）南古谷小学校増築等 33,435
中学校大規模改造 9,892
学童保育室整備事業 64,500
時の鐘耐震化事業 3,960
（新）蔵造り資料館耐震化事業 20,162
新学校給食センターPFIアドバイザリー業務委託 23,760

（単位：千円）
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■平成２５年度予算に対する収入及び支出の概況（平成２６年３月３１日現在）

１．一般会計
歳 入 （△印 減）

区 分
款 別

予算現額
A （千円）

収入済額
B （千円）

予算現額と
収入済額との比較
B－A （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

市 税 53,928,633 53,549,279 △ 379,354 99.3
地 方 譲 与 税 810,000 723,514 △ 86,486 89.3
利 子 割 交 付 金 100,149 91,718 △ 8,431 91.6
配 当 割 交 付 金 84,822 194,192 109,370 228.9
株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 20,900 318,952 298,052 1,526.1
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 64,000 64,554 554 100.9
地 方 消 費 税 交 付 金 2,989,905 2,941,543 △ 48,362 98.4
自 動 車 取 得 税 交 付 金 291,000 286,069 △ 4,931 98.3
地 方 特 例 交 付 金 333,238 333,238 0 100.0
地 方 交 付 税 2,365,614 2,363,622 △ 1,992 99.9
交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 60,000 51,052 △ 8,948 85.1
分 担 金 及 び 負 担 金 1,144,091 1,030,444 △ 113,647 90.1
使 用 料 及 び 手 数 料 1,582,911 1,511,654 △ 71,257 95.5
国 庫 支 出 金 17,555,760 16,123,111 △ 1,432,649 91.8
県 支 出 金 5,089,239 4,020,587 △ 1,068,652 79.0
財 産 収 入 889,694 476,497 △ 413,197 53.6
寄 附 金 43,593 43,868 275 100.6
繰 入 金 472,949 398,406 △ 74,543 84.2
繰 越 金 4,055,399 4,055,399 0 100.0
諸 収 入 4,359,061 3,494,443 △ 864,618 80.2
市 債 12,902,500 4,154,600 △ 8,747,900 32.2

歳 入 合 計 109,143,458 96,226,742 △ 12,916,716 88.2

※市税の収入済額は、市税歳計外分を市税歳入へ収入金更正した後の金額。
※前年度からの繰越明許費繰越財源等（国庫支出金1,272,390千円、県支出金145,859千円、繰越金405,248千円、市債2,986,600
千円）を含む。

歳 出

区 分
款 別

予算現額
A （千円）

支出済額
B （千円）

予算現額と
支出済額との比較
A－B （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

議 会 費 694,643 659,958 34,685 95.0 
総 務 費 13,102,364 10,119,039 2,983,325 77.2 
民 生 費 39,911,557 32,996,568 6,914,989 82.7 
衛 生 費 11,223,111 9,581,010 1,642,101 85.4 
労 働 費 252,134 224,429 27,705 89.0 
農 林 水 産 業 費 448,425 307,745 140,680 68.6 
商 工 費 1,961,433 1,548,341 413,092 78.9 
土 木 費 13,861,042 9,058,381 4,802,661 65.4 
消 防 費 4,087,369 4,014,473 72,896 98.2 
教 育 費 12,720,092 10,317,748 2,402,344 81.1 
災 害 復 旧 費 2,000 0 2,000 0.0 
公 債 費 10,369,317 10,127,476 241,841 97.7 
諸 支 出 金 426,881 252,340 174,541 59.1 
予 備 費 83,090 0 83,090 0.0 

歳 出 合 計 109,143,458 89,207,508 19,935,950 81.7 

※前年度からの繰越明許費繰越額等（総務費854,571千円、民生費7,500千円、衛生費6,559千円、土木費2,552,801千円、消防費
1,691千円、教育費1,384,667千円、諸支出金2,308千円）を含む。

-8-



２．特別会計
歳 入 （△印 減）

区 分
会計別

予算現額
Ａ （千円）

収入済額
Ｂ （千円）

予算現額と
収入済額との比較
B－A （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

国 民 健 康 保 険 事 業 39,871,859 34,584,144 △5,287,715 86.7

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,245,913 2,976,832 △269,081 91.7

歯 科 診 療 事 業 108,226 111,080 2,854 102.6

介 護 保 険 事 業 20,035,910 15,774,507 △4,261,403 78.7

母子寡婦福祉資金貸付事業 92,100 107,051 14,951 116.2

川越駅東口公共地下駐車場事業 143,200 168,860 25,660 117.9

農 業 集 落 排 水 事 業 132,805 79,136 △53,669 59.6

合 計 63,630,013 53,801,610 △9,828,403 84.6

歳 出

区 分
会計別

予算現額
Ａ （千円）

支出済額
Ｂ （千円）

予算現額と
支出済額との比較
A－B （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

国 民 健 康 保 険 事 業 39,871,859 37,356,741 2,515,118 93.7 

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,245,913 2,954,514 291,399 91.0 

歯 科 診 療 事 業 108,226 80,829 27,397 74.7 

介 護 保 険 事 業 20,035,910 16,225,003 3,810,907 81.0 

母子寡婦福祉資金貸付事業 92,100 86,913 5,187 94.4 

川越駅東口公共地下駐車場事業 143,200 53,345 89,855 37.3 

農 業 集 落 排 水 事 業 132,805 110,733 22,072 83.4 

合 計 63,630,013 56,868,078 6,761,935 89.4 
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■住民の税負担状況（平成26年３月31日現在）

区 分

税 目

平成25年度

予算現額 調定額 収入済額

Ａ 構成比 市民一人当たり 一世帯当たり Ｂ
収入率

(B/A)

千円 千円 ％ 円 円 千円 ％

市 税 総 額 53,928,633  58,319,771  100.0 167,238  392,322  53,549,279  91.8 

市 民 税 24,451,226  26,871,007  46.1 77,055  180,763  23,720,906  88.2 

固 定 資 産 税 21,392,716  22,945,122  39.3 65,798  154,354  21,620,698  94.2 

軽 自 動 車 税 375,945  418,345  0.7 1,200  2,814  381,414  91.1 

市 た ば こ 税 2,300,615  2,316,311  4.0 6,642  15,582  2,316,285  99.9 

事 業 所 税 1,496,415  1,613,578  2.8 4,627  10,855  1,590,795  98.5 

都 市 計 画 税 3,911,716  4,155,408  7.1 11,916  27,954  3,919,181  94.3 

※市税の収入済額は、市税歳計外分を市税歳入へ収入金更正した後の金額。

※市民一人当たり調定額は平成２６年３月３１日現在の人口348,723人にて算出。
※一世帯当たり調定額は平成２６年３月３１日現在の世帯数148,653世帯にて算出。

市民税 法人・個人の所得に対して課される税金。

固定資産税 土地、家屋、償却資産に対して課される税金。

都市計画税 都市計画事業等にあてるため、市街化区域に所在する土地、家屋に対して課される税金。

市たばこ税 たばこに対して課される税金。

事業所税 一定規模以上の事業所に対して課される税金。

軽自動車税 軽自動車等の所有に対して課される税金。

用語解説

市民税
46.1%

固定資産税
39.3%

都市計画税
7.1%

市たばこ税
4.0%

事業所税
2.8%

軽自動車税
0.7%

税目別割合（調定額）
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■市債現在高（平成２６年３月３１日現在）

区 分 金額 （千円）

一
般
会
計
債

普
通
債

総 務 債 1,205,815

民 生 債 1,049,261

保 育 所 債 464,344

衛 生 債 11,468,073

労 働 債 0

農 林 水 産 業 債 199,090

商 工 債 895,233

土 木 債 19,543,694

公 営 住 宅 債 350,918

消 防 債 0

教 育 債 4,584,658

義 務 教 育 債 4,366,245

普 通 債 合 計 44,127,331

そ
の
他

減 収 補 て ん 債 1,641,524

減 税 補 て ん 債 4,263,630

臨 時 税 収 補 て ん 債 407,969

臨 時 財 政 対 策 債 33,575,771

そ の 他 合 計 39,888,894

一般会計債合計 84,016,225

区 分 金額 （千円）

特
別
会
計
債

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 債 387,817

農 業 集 落 排 水 事 業 債 1,222,455

水 道 事 業 債 7,975,444

公 共 下 水 道 事 業 債 19,765,897

特別会計債合計 29,351,613

区 分 金額 （千円）

一般会計債合計 84,016,225

特別会計債合計 29,351,613

総 合 計 113,367,838

■市有財産の現在高（平成２６年３月３１日現在）

１．土地・建物（道路・水路を除く）

区 分
面 積

㎡

価 格
千円

土
地

行政財産 2,621,204.88  150,912,415 

普通財産 183,488.05  10,355,303 

計 2,804,692.93  161,267,718 

建
物

行政財産 726,581.36  93,300,694 

普通財産 3,825.05  184,502 

計 730,406.41  93,485,196 

２．基金（積立基金）

基 金 名 金 額 （円）

財政調整基金 4,953,262,541

り災救助基金 7,630,269

福祉基金 41,562,689

公共施設整備基金 1,699,218

商業振興施設整備基金 48,904,394

職員退職手当基金 1,251,961,934

初雁公園整備基金 275,111,576

緑の基金 160,587,504

庁舎建設基金 1,164,028,038

平和基金 50,633,180

東日本大震災被災者等支援基金 17,400,665

国民健康保険支払基金 106,918,811

介護保険保険給付費等準備基金 1,338,113,005

計 9,417,813,824

行政財産 庁舎、学校等の建物や敷地といった公用・公共のために使用されるもの。

普通財産 行政財産以外の公有財産。

用語解説

-11-



■財政指数等比較（普通会計決算）
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積立基金残高（住民一人当たり）

川越市 県内平均 全国平均（円）

経常収支比率 は、

経常一般財源が経常的経費に使わ
れた割合で、比率が高いほど財政
構造の弾力性に欠けるとされます。

※一般財源 使途が特定されず、どのような経費にも使用することができる財源。
※経常一般財源 市税など経常的な一般財源。
※経常的経費 職員人件費、施設の維持管理費、扶助費、公債費など経常的な経費。

公債費負担比率 は、

公債費に使われた一般財源
の一般財源総額に対する割
合で、比率が高いほど公債
費による財政負担が大きくな
ります。

積立基金 は、

年度間の財源調整や特定の目
的のために、資金を積立てるも
ので、市の「貯金」。
積立額が多いほど財源に余裕
があると言えます。
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債務負担行為額（住民一人当たり）

川越市 県内平均 全国平均（円）

地方債現在高 は、

過去に借り入れた地方債の
未償還元金で、額が多いほ
ど将来の財政負担が大きくな
ります。

※地方債 地方公共団体が建設事業などを行なう際に借り入れる借金で、財政負担の平準化や世代間負担の公
平化が図れるが、将来の財政負担となる。

債務負担行為額は、

地方公共団体が負っている
債務（地方債等を除く）のうち、
翌年度以降に支出が予定さ
れているもので、額が多いほ
ど将来の財政負担が大きくな
ります。

※積立基金現在高、地方債現在高、債務負担行為額については、それぞれ各年度３月31日現在の住民基本台帳人口
にて住民一人当たりの額を算出。

普通会計 国の統計調査である地方財政状況調査の対象となる会計で、主に市税を原資として経理される。

川越市の場合、平成２４年度においては、一般会計及び歯科診療事業、母子寡婦福祉資金貸付事業の２
特別会計がこれに当る。
普通会計以外の会計は公営事業会計として区分される。

用語解説
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水道事業の業務状況  

（平成 26 年 3 月 31 日） 

 

１ 事業の概要 

市民生活にとって、水道水は必要不可欠な存在です。水道水を市民の皆様に

安定的に供給するために、平成 25 年度も老朽化した施設の更新や改良を計画

的に進めてまいりました。 

なお、平成 21 年度から平成 25 年度までの継続事業として、浄水場の整備事

業（主に機械・電気設備の更新）を実施しました。 

平成 25 年度に実施した建設事業の主な内容は、以下のとおりです。 

（１）浄水場整備事業 

 伊佐沼浄水場整備事業 電気設備その他更新工事 

自家発電設備更新工事 

            ろ過設備更新工事 

滅菌設備更新工事 

仙波浄水場整備事業  滅菌設備更新工事 

 

 

（２）その他建設改良事業 

送配水管の新設改良事業  １８，８６９ｍ 
 

その他の主な業務の執行状況につきましては、給水装置の新設工事件数は 

年２，１６５件を予定していたところ上半期７９６件、下半期８２３件、計１，

６１９件（７４．８％）を行い、配水量は年間予定４０，４１１千㎥に対し、

上半期２０，３２２千㎥、下半期１９，６４３千㎥、計３９，９６５千㎥（９

８．９％）となりました。 
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２ 経理の状況 

 

経営面におきましては、水道事業収益の予算額６，４５１，７２４千円に対

して、６，４１２，３８６千円（９９．４％）の収入があり、水道事業費用に

おいては、予算額６，２５９，４０３千円に対し、６，０９７，４４７千円 

（９７．４％）の支出があり、収入支出差引３１４，９３９千円となりました。 

税抜き損益ベースでは、２２１，０８５千円の純利益が発生しましたので、

前年度から繰り越した６，５０１千円と合算した２２７，５８６千円を当年度

未処分利益剰余金として計上しました。 

なお、平成 25 年度の予算の執行状況は次のとおりとなりますが、決算整理

中の数値となりますので決算の数値とは異なる場合があります。 

 

（１）収益的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

 

収入                         

科 目 予算現額Ａ 執行額Ｂ B―A 執行率％ 

営 業 収 益 6,433,677 6,390,498 △43,179 99.3 

営業外収益 18,027 21,753 3,726 120.7 

特 別 利 益 20 135 115 674.6 

計 6,451,724 6,412,386 △39,338 99.4 

 

支出                            

科 目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％※ 

営 業 費 用 5,978,871 5,824,080 0 154,791 97.4

営業外費用 264,954 264,950 0 4 100.0

特 別 損 失 10,578 8,417 0 2,161 79.6

予 備 費 5,000 0 0 5,000 0.0

計 6,259,403 6,097,447 0 161,956 97.4
※執行率＝（Ｂ＋Ｃ）／Ａ 

※※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 
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（２）資本的収入及び支出（単位は千円、千円未満は四捨五入） 

 

収入                        

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ B－Ａ 執行率％ 

資 本 剰 余 金 192,872 163,553 △29,319 84.8 
固定資産売却代金 20 136 116 678.6 

計 192,892 163,689 △29,203 84.9 

 

支出                            

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％※

建設改良費 2,303,163 2,228,007 0 75,156 96.7

企業債償還金 691,877 691,875 0 2 100.0

予 備 費  5,000 0 0 5,000 0.0

計 3,000,040 2,919,883 0 80,158 97.3
※執行率＝（Ｂ＋Ｃ）／Ａ 

※※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 

 

３ 平成 26 年度の経営方針及び予算の概要 

 

水道事業の普及率は９９．９％に達しており、近年の人口動向から見て十分

な給水能力を保持していると考えております。 

しかし、昭和 29 年の給水開始から 60 年を経ており、施設の老朽化に対応す

るための更新事業を実施しています。これと併せて、計画的に耐震化等の工事

を推進していく必要性があります。 

これには多くの費用と時間が必要となりますので、今年度も効率的な経営を

図るとともに計画的な事業を実施し、安全な水道水を安定的に供給してまいり

ます。 

今年度も引き続き浄水場整備事業を進めるとともに、地震などの災害に備え

た耐震補強を計画的に実施してまいります。 

平成 26 年度の水道事業会計予算の概要は以下のとおりです。 
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（１）収益的収入及び支出 

収     入 

第１款 水道事業収益      ６，８８３，２２４千円 

第１項 営業収益      ６，４８４，５７６千円 

第２項 営業外収益       ３９７，９８０千円 

第３項 特別利益            ６６８千円 

 

支     出 

第１款 水道事業費用      ６，６８６，２３０千円 

第１項 営業費用      ６，２４１，７１５千円 

第２項 営業外費用       ２４６，９４８千円 

第３項 特別損失        １９２，５６７千円 

第４項 予備費           ５，０００千円 

 

（２）資本的収入及び支出 

収     入  

第１款 資本的収入         ５８６，５０３千円 

第１項 企業債         ４０４，９００千円  

第２項 他会計負担金       ３８，９０４千円 

第３項 工事負担金        ４４，０５２千円 

第４項 水道施設加入金      ９８，６２７千円 

第５項 固定資産売却代金         ２０千円 

 

支     出 

第１款 資本的支出       ２，９３９，４８７千円 

第１項 建設改良費     ２，２３２，４８０千円 

第２項 企業債償還金      ７０２，００７千円 

第３項 予備費           ５，０００千円 

 

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額   ２，３５２，９８４千円 

不足する額を補てんする財源の内訳 

当年度分消費税資本的収支調整額         １４７，０９９千円 

減債積立金                   １００，０００千円 

建設改良積立金                 ３００，０００千円 

過年度分損益勘定留保資金          １，８０５，８８５千円 
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公共下水道事業の業務状況 

（平成 26 年 3 月 31 日） 

１ 事業の概要 

市民生活にとって下水道は、生活環境の改善及び公衆衛生の向上や市街地に

おける浸水防除などのために必要な都市基盤であるとともに、河川等の水質を

保全するためにも重要な施設です。 

このような下水道施設の整備拡充のため、平成 25 年度も施設整備を計画的

に推進するとともに、老朽化した施設の更新や改良を実施してまいりました。 

平成 25 年度に実施いたしました建設事業の主な内容は以下のとおりです。 

 

（１）下水道整備の状況 

整備人口 普及率（％） 現在整備面積（ｈａ） 整備率（％） 整備管渠延長（km）

297,108 85.2 

 

市街化区域 3,185 99.0 897.3

調整区域 766 24.6

 

（２）汚水施設整備事業   

   汚水管きょ築造工事       ３，３２５ｍ 

 

（３）雨水施設整備事業 

   雨水管きょ築造工事         ６３８ｍ 

   雨水貯留施設築造工事        １箇所 

 

（４）合流式下水道改善事業   

   貯留施設築造工事          １箇所 

 

（５）汚水管きょ改良事業 

   汚水管きょの更新工事等     １，７３２ｍ 

 

その他の主な業務の執行状況につきましては、公共下水道の新規接続件数は

上半期８６１件、下半期７８５件、合計１，６４６件となりました。 

また、下水道管きょの適切な維持に必要な清掃（定期清掃及び緊急に必要に

なった清掃）を４６，７８８ｍ実施いたしました。 
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２ 経理の状況  

経営面におきましては、下水道事業収益の予算額５，８４３，４１１千円に

対して、５，８５３，３２５千円（１００．２％）の収入があり、下水道事業

費用においては、予算額５，７５６，４４９千円に対し、５，７０３，７３６

千円(９９．１％）の支出があり、収入支出差引１４９，５８９千円となりまし

た。 

税抜き損益ベースでは、１０３，０４９千円の純利益が生じ、前年度からの

利益剰余金１９８円を加算した後の１０３，０４９千円を当年度未処分利益剰

余金として計上いたしました。 

なお、平成 25 年度の予算の執行状況は次のとおりとなりますが、決算整理

中の数値となりますので決算の数値とは異なる場合があります。 

 

（１）収益的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

収入                     

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 

営業収益  4,229,144 4,281,393 52,249 101.2 

営業外収益 1,114,846 1,071,949 △42,897 96.2 

特別利益  499,421 499,982 561 100.1 

計 5,843,411 5,853,325 9,914 100.2 

 

支出                   

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％※ 

営 業 費 用  4,697,700 4,651,278 0 46,422 99.0

営業外費用 548,704 548,691 0 13 100.0

特 別 損 失 505,045 503,767 0 1,278 99.7

予 備 費 5,000 0 0 5,000 0.0

計 5,756,449 5,703,736 0 52,713 99.1
※執行率＝（Ｂ＋Ｃ）／Ａ 

※※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 
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（２）資本的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

収入                    

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 

企 業 債  1,165,000 969,400 △195,600 83.2 

資本剰余金  843,205 728,311 △114,894 86.4 

計 2,008,205 1,697,711 △310,494 84.5 

 

支出                            

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％※ 

建設改良費 3,043,891 2,535,892 407,377 100,622 96.7

企業債償還金 1,033,394 1,033,389 0 5 100.0

長期借入金償還金 31,667 31,667 0 0 100.0

予 備 費  5,000 0 0 5,000 0.0

計 4,113,952 3,600,948 407,377 105,627 97.4
※執行率＝（Ｂ＋Ｃ）／Ａ 

※※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 

 

３ 平成 26 年度の経営方針及び予算の概要 

 

公共下水道事業は経営状況の明確化を主な目的として、平成 15 年度から地

方公営企業法の適用を受け、受益者負担の原則に基づき効率的な経営を行って

おります。 

雨水施設の整備及び維持管理は一般会計からの繰入金により実施されており

ますので、一般会計における財政状況にもよりますが、今年度も効果的かつ積

極的に推進してまいります。 

汚水施設の整備及び維持管理は一層の効率化を図りながら老朽化した施設の

更新や未整備地域に対する整備を推進してまいります。 

 平成 26 年度の公共下水道事業会計予算の概要は以下のとおりです。 
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（１）収益的収入及び支出 

収     入 

第１款 下水道事業収益      ６，４３５，４７２千円        

第１項 営業収益        ４，２９０，２４７千円 

第２項 営業外収益       ２，１４５，２０５千円 

第３項 特別利益               ２０千円 

 

支     出  

第１款 下水道事業費用       ６，３３４，８４５千円 

第１項 営業費用        ５，６１９，７９０千円 

第２項 営業外費用         ５５７，４０６千円 

第３項 特別損失          １５２，６４９千円 

第４項 予備費             ５，０００千円 

 

 

（２）資本的収入及び支出 

収     入 

第１款 資本的収入         １，２７５，３８０千円 

第１項 企業債           ８７１，８００千円 

第２項 国庫補助金         １２６，８００千円 

第３項 工事負担金             ９６７千円 

第４項 受益者負担金         ３８，９００千円 

第５項 分担金             ６，９００千円 

第６項 他会計負担金         ７４，８７７千円 

第７項 他会計補助金        １５５，１３６千円 

 

支     出 

第１款 資本的支出         ３，０４４，１４１千円 

第１項 建設改良費       １，９４１，３６９千円 

第２項 企業債償還金      １，０９７，７７２千円 

第３項 予備費             ５，０００千円 
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資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額   １，７６８，７６１千円 

不足する額を補てんする財源の内訳 

当年度分消費税資本的収支調整額         １００，６２７千円 

過年度分損益勘定留保資金          １，３３０，６０６千円 

当年度分損益勘定留保資金            ３３７，５２８千円 
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